
 

別表第 1 

書類等 様式番号 備考 

〇全体計画承認申請書 様式第１号   

  

  

事業計画書 別紙１ 年度毎に作成すること、計画や金額の根拠

が分かる資料（注１）（注２） 

事業費内訳書表 別紙２ 年度毎に作成すること、計画や金額の根拠

が分かる資料（注１）（注２） 

設備導入に関する同意書 別紙３   

設置施設に関する同意書 別紙４   

補助事業者一覧 様式第 1-2 号 補助事業者が複数の場合 

委任状（代表申請者） 様式第 1-3 号 ・補助事業者が複数の場合、代表申請者を除

く全員の委任状が必要 

誓約書  様式第 1-4 号   

納税証明書   補助事業者が複数の場合、全員の納税証明

書が必要（法人市民税の納税証明書。全体計

画承認申請書の提出前 3 か月以内に取得か

つ発行できる最新年度のもの） 

図面及び補助対象部分がわかる

見積書等 

  金額の根拠となる書類（注１）（注２） 

その他申請に必要と認める書類     

〇全体計画変更承認申請書 様式第８号   

  

  

  

  

事業計画書 別紙１ ・年度毎に作成すること 

・変更箇所を明示すること 事業費内訳書表 別紙２ 

全体計画変更承認に必要な書類

等 

  図面及び補助対象部分がわかる見積書等

（注１）（注２） 

その他申請に必要と認める書類     

〇交付申請書 様式第３号 全体計画承認申請と同時に申請可 

  

  

  

  

  

  

事業計画書 別紙１ （注１）（注２） 

事業費内訳書表 別紙２ （注１）（注２） 

設備導入に関する同意書 別紙３   

設備設置に関する同意書 別紙４   

補助事業者一覧 様式第 1-2 号 補助事業者が複数の場合 

交付決定に必要な書類等   別表第３に定める補助対象設備ごとの添付

書類（注１）（注２） 

納税証明書   補助事業者が複数の場合、全員の納税証明

書が必要（法人市民税の納税証明書。交付申

請書の提出前３か月以内に取得かつ発行で

きる最新年度のもの）（注２） 



その他申請に必要と認める書類     

〇交付変更申請書 様式第９号 全体計画変更承認申請と同時に申請するこ

とが出来る 

  

  

  

  

事業計画書 別紙１ 変更箇所を明示すること（注１）（注２） 

事業費内訳書表 別紙２ 変更箇所を明示すること（注１）（注２） 

交付変更承認に必要な書類等   図面及び補助対象部分がわかる見積書等

（注１）（注２） 

その他申請に必要と認める書類     

〇事前着手届 様式第 7 号 本届出により当該年度の補助事業着手が認

められた場合でも着手後速やかに事業着手

届（様式第 7-2 号）一式を提出すること 

〇事業着手届 様式第 7-2 号 
 

 

  

  

  

契約書の写し   補助事業者が契約していることが確認でき

る契約書等の写しを添付すること。 

事業費内訳表 別紙２   

その他申請に必要と認める書類     

〇実績報告書 様式第 14 号   

  

  

  

  

  

事業費内訳表 別紙２   

事業報告書 別紙５   

請求書の写し     

支払いを証明する書類（領収書）

の写し 

    

その他申請に必要と認める書類   別表第４に定める補助対象設備ごとの添付

書類（注１）（注２） 

〇交付請求書 様式第 16 号 別に所定の様式がある場合は本様式に依ら

なくても構わない。 

  

  

  

補助金の額確定通知書の写し     

振込口座の名義・口座番号等の確

認書類 

    

その他申請に必要と認める書類     

〇財産処分承認申請書  様式第 19 号 平面図、処分対象機器仕様書、写真及びその

他参考となる資料を添付すること。 

（注１）図面は原則Ａ３又はＡ４とし、寸法等が判るものとすること。 

（注２）同時に複数の申請をする場合、同じ書類の添付は不要。 

 

 

 

 

 

 



別表第２ 

 

 

別表第３ 

補助対象設備 添付書類 

共通 (1)申請者の現在事項又は履歴事項証明書 

(2)補助対象経費が把握できる見積書等（比較見積もりの場合は見積書の

右上に採用・不採用の区別を示すこと） 

(3)ＣＯ２削減効果の算定根拠資料 

(4)補助対象事業の実施期間を把握できる予定工程表（補助対象事業の整

備に係る工事期間、導入時期、導入台数等が判別できること。また、

工事が複数年度にわたる場合は、年度ごとの実施内容が確認できるこ

と。）又はこれに代わるもの。 

(5)補助金申請者の納税証明書（法人市民税の納税証明書。交付申請書の提

出前３か月以内に取得且つ発行できる最新年度のもの。）又はその写し 

(6)設備を導入する建物にかかる全部事項証明書又はその写し（申請書の

提出前３か月以内のもの。建物が未登記である場合は、未登記である

旨の建物所有者からの申出 

(7)交付の申請を行う年度以前の年度に全体計画承認通知を受けた場合

は、当該通知の写し 

(8)PPA の場合、サービス料金から補助金相当分が控除されていることが分

かる書類 

(9)リース契約の場合、リース料金から補助金相当分が控除されているこ

とが分かる書類。 

(10)その他市長が必要と認める書類 

補助対象事業 補助対象設備 補助率 補助要件 

再エネ設備整備 太陽光発電設備 

（オンサイト） 

１/２ 国実施要領の別紙１の交付要件の

とおり 

太陽光発電設備 

（オフサイト） 

２/３ 

基盤インフラ整備 蓄電池 １/３ 国実施要領の別紙１の交付要件の

とおり 

エネルギーマネジメントシ

ステム 

１/３ 国実施要領の別紙１の交付要件の

とおり 

熱導管 １/２ 

充放電設備・充電設備 １/２ 国実施要領の別紙１の交付要件の

とおり 

省 CO2 等設備機器 高効率換気空調設備 １/３ 国実施要領の別紙１の交付要件の

とおり 高効率照明機器 １/４ 

コージェネレーション １/３ 



補助対象設備 添付書類 

太陽光発電設備、蓄電

池、熱導管、エネルギ

ーマネジメントシス

テム、高効率換気空調

設備、高効率照明機

器、コージェネレーシ

ョン 

(1) 補助対象設備の仕様書又はカタログ（国実施要領の別紙１の補助要件

を満たすことを証するもの） 

(2) 補助対象設備の設置図（平面図、機器配置図、システム系統図、及び

単線結線図等。補助対象の設備及び補助対象外の設備が判別できるこ

と。）又はこれに代わるもの 

(3) 補助対象設備を設置する建築物にかかる登記事項証明書の写し。ただ

し、所在欄等の記載事項と当該施設の所在表示が異なる場合は、同一

の施設であることを示す書類。 

(4) 申請者及び設置場所所有者が同一でない場合は、大阪市脱炭素先行地

域づくり事業補助金にかかる設備導入に関する同意書。（別紙３） 

(5) 申請者、補助対象設備使用者及び設置場所所有者が同一でない場合は、

大阪市脱炭素先行地域づくり事業補助金にかかる設置施設に関する同

意書。（別紙４） 

(6) 高効率照明機器の場合は、以下のいずれかの機能を有する LED である

ことが分かる書類 

・スケジュール制御（予め設定したタイムスケジュールに従い、個別

回路、グループ化又はパターン化した回路を自動的に点滅又は調光制

御する） 

・明るさセンサによる一定照度制御（明るさセンサからの信号により、

予め設定した照度に調光制御する） 

・在/不在調光制御（人感センサ又は微動検知人感センサからの信号に

より、予め設定した個別回路を点滅又は調光制御する） 

(7) 高効率空調機器の場合は、撤去設備の仕様書カタログ若しくはこれに

代わるもの及び撤去前の写真（仕様書又はカタログ等に記載された設

備と同一の設備であるかを銘板等の写真を用いて確認できること） 

(8) コージェネレーションシステムの場合は、都市ガス、天然ガス等を燃

料とし、エンジン、タービン等により発電するとともに、熱交換を行

う機能を有する熱電併給型動力発生装置又は燃料電池であることが分

かる書類。 

充放電設備、充電設備 (1) 補助対象設備の仕様書又はカタログ（国実施要領の別紙１の補助要件

を満たすことを証するもの） 

(2) 経済産業省「クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金」（CEV 補助

金）の補助対象の銘柄に登録されていることが分かる書類 

(3) 再エネ設備から電力供給可能となるよう措置されていることが確認で

きる資料（システム系統図及び単線結線図等） 

 

 

 

 



 

 

別表第４ 

補助対象設備 添付書類 

共通 (1) 契約書等の写し（既に提出済みのものは省略可） 

(2) 補助対象事業に係る支出を称する書類の写し。補助対象事業に係る経

費の内訳が明記されていない場合は、補助対象事業に係る経費の内訳

書類又はこれに代わるもの 

(3) 補助対象設備の設置場所を特定できる図面等 

(4) PPA の場合、本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間

満了まで継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類 

(5) リース契約の場合、本事業により導入した設備等について法定耐用年

数期間満了まで継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書

類 

(6) その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備 (1) 導入設備の次の部分について、設置後の写真 

ア 全ての太陽電池モジュール 

イ パワーコンディショナ 

（3）で提出する書類の写しに記載された設備と同一の設備が設置され

ているかを銘板等の写真を用いて確認できること 

(2) 導入設備の実際の設計図（平面図、機器配置図、システム系統図及び

単線結線図等、補助対象の設備及び補助対象外の設備が判別できる書

類。以下同じ。）又はこれに代わるもの 

(3) 太陽電池モジュールの公称最大出力及びパワーコンディショナの定格

出力が分かる書類の写し（例：メーカーが発行する保証書、納品書、

出荷証明書及びカタログ等） 

蓄電池 (1) 導入部分の次の部分について、設置後の写真 

（4）で提出する書類の写しに記載された設備と同一の設備が設置され

ているかを銘板等の写真を用いて確認できること 

ア 蓄電池本体 

イ パワーコンディショナ 

ウ 蓄電システム付帯のＤＣ／ＤＣコンバータ 

(2) 導入設備の実際の設計図又はこれに代わるもの 

(3) 災害時に地域で電力を提供する場合、地域との連携協定に関する資料

又はそれを証する書類（写し） 

(4) 蓄電池の蓄電容量及びパワーコンディショナの定格出力が分かる書類

の写し（例：メーカーが発行する保証書、納品書、出荷証明書及びカ

タログ等） 

熱導管 (1) 導入設備について設置後の写真 

(2) 導入設備の実際の設計図又はこれに代わるもの 



補助対象設備 添付書類 

エネルギーマネジメ

ントシステム 

(1) 導入設備について設置後の写真 

(2) 導入設備の実際の設計図又はこれに代わるもの（（3）で提出する書類

の写しに記載された設備と同一の設備が設置されているかを銘板等

の写真を用いて確認できること） 

(3) 補助対象設備の能力が分かる書類の写し（例：メーカーが発行する保

証書、納品書、出荷証明書及びカタログ等） 

(4) 30 分ごとの計測データ 

高効率換気空調設備、

高効率照明機器、コー

ジェネレーション 

(1) 導入設備について設置後の写真 

(2) 導入設備の実際の設計図又はこれに代わるもの（（3）で提出する書類

の写しに記載された設備と同一の設備が設置されているかを銘板等の

写真を用いて確認できること） 

(3) 補助対象設備の能力が分かる書類の写し（例：メーカーが発行する保

証書、納品書、出荷証明書及びカタログ等） 

充放電設備、充電設備 (1) 導入設備について設置後の写真 

(2) 導入設備の実際の設計図又はこれに代わるもの（（3）で提出する書類

の写しに記載された設備と同一の設備が設置されているかを銘板等

の写真を用いて確認できること） 

(3) 実際に再エネ発電設備と接続して充電を行うことが確認できる資料

（システム系統図及び単線結線図等） 

(4) 補助対象設備の能力が分かる書類の写し（例：メーカーが発行する保

証書、納品書、出荷証明書及びカタログ等） 

 ※写真を求めるものについては全体・型番が分かるものとし、補助金を活用して導入した設備であ

ることを示すシールを貼付された状態が分かるものとすること。 

 


